一般競争入札参加資格の確認資料について
（０２６大改第６６２号　ろ過池逆洗ポンプ可変速化工事）

○確認資料等の提出について
　　「落札候補者通知書」を受領した者は、埼玉県企業局建設工事請負一般競争入札（事後審査型）執行要綱に基づき、一般競争入札参加資格等確認申請書（様式第４号）、一般競争入札参加資格等確認資料（様式第６号）（以下「確認資料」という。）及びその記載内容を証明するその他の必要な資料（以下「添付資料」という。）を電子入札システム、電子メール、ファイル転送サービス、郵便、信書便又は持参により、「提出書類チェックリスト」及び「目次」を添付の上、埼玉県大久保浄水場　総務担当　向井宛て提出すること。提出方法の詳細は次のとおりとする。

１　電子入札システムにより提出する場合
「入札状況一覧」画面の「事後審査資料提出機能」により提出すること。
（提出後、担当窓口（０４８－８５２－８８４１）までその旨を電話連絡すること。）
　(１)提出方法については「システムの操作（模擬入札/操作マニュアル）」ページ中「操作マニュアル－入札の操作－工事用マニュアル（入札方法別）」より『一般競争入札（ダイレクト）（ＰＤＦファイル）』内「9.事後審査資料の提出（落札候補者のみ）」を参考にすること。
　　　また、システムの操作方法に関する問い合わせや不具合の報告等は、電子入札ヘルプデスクに行うこと。
　　　ア　「システムの操作（模擬入札/操作マニュアル）」のＵＲＬ
　　　　　（https://www.pref.saitama.lg.jp/a0212/densinyusatsu/manual.html）
　　　イ　電子入札ヘルプデスク
　　　　　電話番号：０４８－８３０－２２６３
　　　　　メールアドレス：a5770-07@pref.saitama.lg.jp
　　　　　受付時間：８時３０分から１７時まで（平日のみ）
　(２)提出資料のファイル名：別紙「電子入札システム、電子メール又はファイル転送サービスで提出する場合のファイル名」のとおりにすること。
　(３)ファイルの形式：PDF形式で提出すること。

２　電子メールにより提出する場合（「開封確認要求」を付けて送信すること。）
　(１)提出先メールアドレス：p5288419@pref.saitama.lg.jp
　(２)メールの件名：【参加資格確認資料 〇/〇※】０２６大改第６６２号
　※メールを複数に分けて送信する場合に記載（例：２件の場合 １/２又は２/２と記載する。)
　(３)提出資料のファイル名及びファイル形式については、上記１(２)及び(３)と同様にすること。 
　(４)添付資料のデータ容量：メール１通当たりの添付資料の容量合計を１０ＭＢ未満にすること。

３　ファイル転送サービス（SECURE DELIVER（セキュアデリバー））により提出する場合
　　下記アドレスに「ファイル転送サービスによる参加資格資料の提出希望」のメールを送付すること。（「開封確認要求」を付けて送信すること。）
　　その後、送付元のアドレス宛てにファイル転送サービスからメールを送付するので、メールに案内されているサイトにアクセスして「添付資料」を提出すること。
　(１)送信先メールアドレス：p5288419@pref.saitama.lg.jp
　(２)メールの件名：【ファイル転送サービスによる参加資格確認資料の提出希望】０２６大改第６６２号
　(３)提出資料のファイル名及びファイル形式については、上記１(２)及び(３)と同様にすること。 








４　郵便、信書便又は持参により提出する場合
　(１)宛先　〒338－0814　埼玉県さいたま市桜区宿６１８
　(２)提出方法
　　　添付資料は、提出書類チェックリストに基づき１部作成し、添付資料目次の項目と同じ番号を記入したインデックスを付けて、添付資料目次から表紙に項目番号順に重ね、左上下２か所をダブルクリップで綴じて製本すること。


　　　　　　（左上下２か所ダブルクリップ綴じ）        　　（添付資料には綴じ込まない）
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別　紙

＜電子入札システム、電子メール又はファイル転送サービスで提出する場合のファイル名＞
　(ファイルの形式：ＰＤＦ形式)

提出書類チェックリスト０２６大改第６６２号.pdf
00_添付資料目次０２６大改第６６２号.pdf
01_参加資格等確認申請書０２６大改第６６２号.pdf
02_参加資格等確認資料０２６大改第６６２号.pdf
03_法人登記事項証明書０２６大改第６６２号.pdf
04_建設業許可通知書０２６大改第６６２号.pdf
05_総合評定値通知書０２６大改第６６２号.pdf
06_工事内容・履行証明０２６大改第６６２号.pdf
07_配置予定技術者資格０２６大改第６６２号.pdf
08_雇用関係証明０２６大改第６６２号.pdf
09_技術者重複有無確認０２６大改第６６２号.pdf
10_雇用保険等加入確認０２６大改第６６２号.pdf
11_資本・人的関係確認書０２６大改第６６２号.pdf

※１ファイルにまとめると容量が大きくなりすぎる等の理由で分割する場合のファイル名は、以下の例によること。

【例１】
06_工事内容・履行証明０２６大改第６６２号.pdf　を複数に分ける。

06_1_1_工事内容０２６大改第６６２号.pdf
06_1_2_工事内容０２６大改第６６２号.pdf
06_2_履行証明０２６大改第６６２号.pdf


【例２】
09_技術者重複有無確認０２６大改第６６２号.pdf　を複数に分ける。

09_1_技術者重複有無確認０２６大改第６６２号.pdf
09_2_技術者重複有無確認０２６大改第６６２号.pdf
09_3_技術者重複有無確認０２６大改第６６２号.pdf


※このチェックリストは添付資料と一緒には綴じ込まずに送付してください。
提出書類チェックリスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

1． 工事名：０２６大改第６６２号　ろ過池逆洗ポンプ可変速化工事

２．工事場所：さいたま市桜区大字宿地内

   ※作成した資料については、□を塗りつぶして■にする。
   ※下記の表に必要事項を記入すること。

□  0 添付資料目次
□  1 一般競争入札参加資格等確認申請書（様式第４号）
□  2 一般競争入札参加資格等確認資料（以下「確認資料」という。）（様式第６号）
□  3 法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）の写し（発行後３か月以内のもの。）
□  4 申請日現在有効な建設業許可の通知書の写し
　　　（建設業許可の更新申請中であるため申請日現在有効な建設業許可の写しを提出することができないときは、主たる営業所の所在地の都道府県知事の受理印のある建設業許可申請書（更新に係るもの）の写し及び更新前の建設業許可の通知書の写し）
□  5 経営事項審査に係る総合評定値通知書（以下「結果通知書」という。）の写し
      （開札日の１年７月前の日以降の日を審査基準日とする結果通知書が、申請日までに届いておらず当該通知書の写しを提出することができない場合は、申請日現在有効な結果通知書の写し及び現在申請中の経営事項審査の申請書の写し）    
□　6 確認資料の４に記載した工事を履行した実績が確認できる書類
　　　　※以下の①又は②のいずれかを提出する。
　　　　①コリンズ（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書（工事実績）（工事実績データ（明細）を含む。）の写し
　　　　②契約書の写し及び当該契約書に添付された仕様書、施工調書等工事内容が確認できるものの写し並びに工事完成検査結果通知書等の履行を証明できる書類の写し
□　7 確認資料の５に記載した配置予定技術者の資格を証する書類（資格者証等の写し）
　　　※監理技術者資格者証のコピーを取る場合は、番号等が不鮮明とならぬように両面をコピーすること。なお、監理技術者資格者証の交付日が平成１６年３月１日以降の場合は、監理技術者講習修了証の写しを併せて提出すること。
□  8 上記配置予定技術者とその者が在籍する建設業者との間において、３か月以上の恒常的な雇用関
　　 係を証明する書類（健康保険証等の写し等）
□  9 様式第６号に記載した配置予定技術者と営業所の専任技術者に係る重複の有無を確認できる書類
□ 10 入札公告日における健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認書類（様式第１１号、様式
　　 第１２号等）
□ 11 資本関係又は人的関係確認書
連　絡　表
	入札・契約事務に関する担当者
所属部署・氏名
	

	連　絡　先
	商号又は名称
	

	
	所 在 地
	〒

	
	電話番号
	

	
	ファクシミリ番号
	

	
	Ｅ-mail
	



添　付　資　料　目　次


工事名：０２６大改第６６２号　ろ過池逆洗ポンプ可変速化工事

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



1 一般競争入札参加資格等確認申請書（様式第４号）
 2 一般競争入札参加資格等確認資料（様式第６号）
 3 法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）の写し（発行後３か月以内のもの。）
 4 申請日現在有効な建設業許可の通知書の写し
 5 経営事項審査に係る総合評定値通知書の写し
　
   ［入札参加条件となる施工実績に係る書類］
 6 確認資料の４に記載した工事を履行した実績が確認できる書類
　　※以下の①又は②のいずれかを提出する。
　　①コリンズ（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書（工事実績）（工事実績データ（明細）を含む。）の写し
　　②契約書の写し及び当該契約書に添付された仕様書、施工調書等工事内容が確認できるものの写し並びに工事完成検査結果通知書等の履行を証明できる書類の写し

   ［入札参加条件となる配置予定技術者に係る書類］
7 確認資料の５に記載した配置予定技術者の資格を証する書類（資格者証等の写し）
[bookmark: _Hlk200986579]8 上記配置予定技術者とその者が在籍する建設業者との間において、３か月以上の恒常的な雇用関係を証明する書類（健康保険証等の写し等）
 9 様式第６号に記載した配置予定技術者と営業所の専任技術者に係る重複の有無を確認できる書類

  [入札参加条件となる社会保険等への加入に係る書類]
10 入札公告日における健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認書類（様式第１１号、様式第１２号等）

　 [同族企業同士の同一入札への参加制限に係る書類]
 11資本関係又は人的関係確認書  


様式第４号（単体企業）

一般競争入札参加資格等確認申請書
                                                              令和　　年　　月　　日
  (宛先)
　　埼玉県大久保浄水場長　
（入札に参加する事業所）
                                    住        所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                    商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                    代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  下記工事の入札公告に示された、一般競争入札参加資格等確認資料等を添えて入札参加資格の確認を申請します。
  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること並びに当該申請書及び電子証明書の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。
記
１  公告年月日　　令和８年９月２５日
２  工事名　　０２６大改第６６２号　ろ過池逆洗ポンプ可変速化工事
３  工事場所　　さいたま市桜区大字宿地内
４  連絡先
　（１）担当者所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）連絡先　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※紙入札の場合、以下は不要
５　入札書提出時点の事業所等情報
（１）埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _Hlk161997499]（２）法人代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（登記している場合に記入）
６　入札書提出時点の以下の事業所等情報と入札書提出時に使用する（した）電子証明書の記載事項との整合（該当する方に○を付けてください。）
（１）会社本店住所　（相違がある／相違がない／登記していない）
[bookmark: _Hlk160617521]（２）電子証明書名義人の住民票記載住所　（相違がある／相違がない／電子証明書に記載がない）
　代表者等の変更（改姓、改名含む）により、電子証明書に記載された名義人氏名等＊1と異なることとなる場合、変更日＊2以降は、前名義人氏名等の電子証明書は、絶対に使用しないでください。電子証明書が使用できない場合は、公告文及び添付資料を御覧いただき、必要な手続をしてください。
＊１「名義人氏名等」とは、電子証明書に記載されている以下の事項
○名義人氏名
　【工事等】埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者（又は法人代表者）
　【物品等】物品等競争入札参加資格申請時の契約者（又は法人代表者）
○名義人所属の会社本店住所（登記している場合）
○名義人所属の会社名（登記している場合）
○名義人住民票記載住所（電子証明書に記載のある場合）
＊２「変更日」とは、
○名義人・会社名・本店住所の変更は、取締役会等で指定された日
○名義人の改姓や改名・住民票記載住所の変更は、市区町村役場への届出日
※前名義人氏名等の電子証明書（旧電子証明書）を使用した入札は無効になります。旧電子証明書を使用して入札を行った者は、入札参加停止等の措置を受けることがあります。














[bookmark: _Hlk160632307]－－－－－－－－－－－－－－－－－－－以下、発注者確認欄－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
[bookmark: _Hlk160615474]□：開札後、電子入札システム上で表示される電子証明書の記載事項と上記５（１）又は（２）及び（３）に相違がないことを確認
□：上記６の全てが「相違がある」に該当しないことを確認
　　※相違がある場合は、入札手続を進める前にヘルプデスクへ確認すること。
　　※標準型でくじになる場合、電子証明書の不正使用があった者は、くじの対象としないこと。

様式第６号(単体企業・経常建設工事共同企業体)


一般競争入札参加資格等確認資料


                                商号又は名称                                


１  対象工事に対応する業種に係る業者区分（格付け）

	　　　　　　業（　　）



２  対象工事に対応する業種に係る許可年月日及び許可番号

	　　　　　年    月    日
　　　　　　　許可（　　　　　）第　　　　　号


　　　※許可年月日は「許可の有効期間」の開始年月日を記載すること。

３  建設業法に基づく許可を受けた主たる営業所所在地

	



４  入札公告に記載された施工実績

	工事名称等
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	 　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	受注形態等
	単体　/　共同企業体（出資比率　　％）

	工事諸元等
	




５  配置予定の技術者

	技術者区分
	主任技術者（注１）／監理技術者／特例監理技術者／
監理技術者補佐／追加技術者

	従事予定者名
	

	所属会社名
	

	生年月日（年齢）
	

	最終学歴
	

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	

	現在の
受持工事
（注２・３）
	工事名
	

	
	施工場所
	

	
	工      期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	従事実績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	



	技術者区分
	主任技術者（注１）／監理技術者／特例監理技術者／
監理技術者補佐／追加技術者

	従事予定者名
	

	所属会社名
	

	生年月日（年齢）
	

	最終学歴
	

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	

	現在の
受持工事
（注２・３）
	工事名
	

	
	施工場所
	

	
	工      期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	従事実績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	


　（必要に応じて表を追加して記載すること）
（注１）「埼玉県建設工事における技術者の専任に係る取扱い要領」に基づき、専任の主任技術者の兼務を希望する場合は、「専任を必要とする主任技術者の兼務届出書」を添付してください。
（注２）現在の受持工事を全て記入してください。
（注３）「埼玉県発注工事における特例監理技術者等の配置に係る試行要領」に基づき、特例監理技術者の配置を希望する場合は、現在の受持工事の工事内容や従事期間等が確認できる書類（コリンズ（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書の写し等）を添付してください。
（注４）資格を証する書類（免許証、資格者証等の写し）を添付してください。
（注５）実務経験について要件が定められている場合は、実務経験を証する書類（コリンズ・テクリス（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書の写し等）を添付してください。

６　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況

◎健康保険、厚生年金保険及び雇用保険
	上記保険に事業主として全て加入している
（様式第１１号）
	

	上記保険の全部又は一部が除外されている
（様式第１２号）
	


(注１)上記のいずれかに○を記入
(注２)提出書類：別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」参照

７　入札参加停止の措置について（予定価格２億円以上の工事）
　　公告日から落札決定までの期間に、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上

	　該当（  受けていない  ／  受けている  ）



８　設計業務等の受託者等との関係

◎下記設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある者に
	　該当（  しない  ／  する  ）



○設計業務等の受託者（公告に記載されているものを記入）
	商号又は名称
	

	所　　在　　地
	





様式第１１号(入札公告日時点で全ての社会保険等に加入している場合)


社会保険等の加入に関する誓約書

当社は下記工事の公告日において健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の全てに適法に加入していることを誓約します。

記

１　工事名　０２６大改第６６２号　ろ過池逆洗ポンプ可変速化工事

２　公告日　令和８年９月２５日


（宛先）　埼玉県大久保浄水場長　
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


住　　　　　所
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　 












	※　本誓約書において社会保険等とは健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保険を、厚生年金保険とは厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）に基づく厚生年金保険を、雇用保険とは雇用保険法（昭和49年法律第116号）に基づく雇用保険をいいます。




様式第１２号(入札公告日時点で社会保険等の全部又は一部が適用除外の場合)

社会保険等の適用除外に関する誓約書

当社は下記工事の公告日において健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の全部又は一部※１が下記のとおり法令で適用除外になっています。
　　　　　　　　※1下線部分の記述は加入の状況に応じて記述を変更してください。

記

１　工事名　０２６大改第６６２号　ろ過池逆洗ポンプ可変速化工事

２　公告日　令和８年９月２５日

３　社会保険等の適用除外状況

	保険名
	加入・適用除外
	下記保険の適用除外理由

	健康保険
	
	

	厚生年金保険
	
	

	雇用保険
	
	




（宛先）　埼玉県大久保浄水場長　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日



住　　　　　所
商号又は名称
代表者職・氏名                                   


	※　本誓約書において社会保険等とは健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保険を、厚生年金保険とは厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）に基づく厚生年金保険を、雇用保険とは雇用保険法（昭和49年法律第116号）に基づく雇用保険をいいます。
※ 誓約書提出者が各保険に「法令で適用除外」に該当するかどうかを確認するときは、健康保険及び厚生年金保険については日本年金機構(年金事務所)に、雇用保険については厚生労働省(公共職業安定所)にお問合せください。



資本関係又は人的関係確認書

	工事名
	　
	左欄は入札参加者が必ず記入する。

	判断
期間
	入札公告日
	　
	

	
	入札書の提出期間の末日
	　
	

	該当名簿
	埼玉県建設工事等競争
入札参加資格者名簿
	名簿の種類
	県内・県外業者
	許可業種
	格付
	左欄は発注者が記入する。（記載内容を変更しないこと）

	
	
	
	県内
	県外
	
	
	

	
	
	建設工事
	○
	〇
	電気工事業
	Ａ
	



	入札参加者
又は
落札候補者
	所 在 地
	　
	左欄は入札参加者が必ず記入する。

	
	ふりがな
	　
	

	
	名称・商号
	　
	

	
	代表者名
	　
	


　当社は上記の判断期間に有効な上記の該当名簿(県内業者・県外業者、許可業種及び格付を含む)に登載された者のなかに、「資本関係又は人的関係がある者同士の同一入札への参加を制限する運用基準」で同族企業同士と扱いを受ける者の有無は下記のとおり相違ありません。

１ 上記名簿の登載者のうち当社と「同族企業同士」と扱いを受ける会社の　　　　　　　あり　　　　　　なし
　　　※「あり」に〇を付けた者は下記の２、３又は４にその内容を記載すること。
	２　資本関係で当社と「同族企業同士」と扱いを受ける会社　(当社以外)
	　
	　
	　

	当社との関係
	名称・商号
	所 在 地
	代表者名

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　



	３　人的関係で当社と「同族企業同士」と扱いを受ける会社　(当社以外)
	　
	　
	　

	当社の役員
	兼任している会社名、役職

	役職
	氏　名
	名称・商号
	所 在 地
	役職

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　



	４　組合とその構成員の関係で当社又は当組合と「同族企業同士」と扱いを受ける会社又は組合　(当社以外)

	当社または組合との関係
	名称・商号
	所 在 地
	代表者名

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　


注意事項
１　上記２、３又は４の記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加する。
２　この申出書の記入事項に虚偽があった場合には、企業局の契約に係る入札参加停止等の措置要領に基づき入札参加停止等の措置を行う場合がある。
３　入札参加者が共同企業体の場合、この申出書は共同企業体の各構成員がそれぞれ提出すること。
４　該当名簿の切り替え時に上記の判断期間に新旧の名簿が存在する場合には新名簿を適用する。ただしこの確認書を提出する時点で新名簿が公表されていない場合、この確認書に記載する同族企業扱いを受ける者は見込みで記載すること。
　　その後、契約日までに新名簿が公表された場合で見込みで提出した確認書の内容と違う場合は、直ちに発注課所に訂正した確認書を提出すること。なお訂正された確認書で同族企業同士が当該入札に参加していた場合、落札者決定後でも契約を締結しない。
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